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18,507,806

＜182,951,305＞

ほか復興庁一括計上分 1,432,191 

＜182,929,643＞

ほか復興庁一括計上分 1,183,337 

＜173,285,638＞

0

＜0＞

＜165,062,110＞

20,539,898

＜165,023,548＞

ほか復興庁一括計上分 1,504,000 

＜158,924,159＞

ほか復興庁一括計上分△359,976

＜68,180,795＞

ほか復興庁一括計上分 0 

＜△8,849,323＞

ほか復興庁一括計上分 1,144,024 

18,698,636

20,884,332

＜164,293,723＞

0

＜534,530＞

△ 129,465

＜233,857＞

20,754,867

18,570,972

ほか復興庁一括計上分＜4,383,269＞

23年度 24年度

14,156,874

ほか復興庁一括計上分＜4,383,269＞

ほか復興庁一括計上分＜4,383,269＞

ほか復興庁一括計上分＜3,353,753＞

ほか復興庁一括計上分＜3,353,753＞

15,360,861

＜218,255,631＞

ほか復興庁一括計上分 1,067,120 

＜218,149,852＞

ほか復興庁一括計上分 1,504,822 

＜178,749,685＞

ほか復興庁一括計上分 0 

＜2,703,448＞

ほか復興庁一括計上分 0 

＜1,498,172＞

ほか復興庁一括計上分 1,504,822 

＜175,861,204＞

ほか復興庁一括計上分＜0＞

ほか復興庁一括計上分＜761,897＞

33,551,853

ほか復興庁一括計上分＜0＞

政策評価調書（個別票１）

ほか復興庁一括計上分＜0＞

49,997,770

13,169,084

政策名 イノベーション創出に向けた産業連携の推進及び地域科学技術の振興

政策目標の達成度合い 相当程度進展あり

【政策ごとの予算額等】

ほか復興庁一括計上分＜2,298,767＞

27年度概算要求額

469,000

26年度25年度

ほか復興庁一括計上分＜3,353,753＞

予
算
の
状
況

執行額（千円）

繰 越 し 等 （ 千 円 ）

計（千円）

当 初 予 算 （ 千 円 ）

【達成目標１】
○　大学等シーズ・ニーズ創出強化支援事業
平成25年度においては拠点の採択及び立上げが行われ、併せて各拠点の活動で使われる「イノベーション対話ツール」の委託開発が行われた。平成26年度以降は、対話ツールを用いて、拠点
を中心とした全国の大学における非顕在シーズ・ニーズのマッチング活動を促進し、産学連携活動の活性化につなげる。
○　地域イノベーション戦略支援プログラム
平成25年度に実施された中間評価において、“地域の特性を活かした持続的・発展的なイノベーションが次々と創出される環境整備等のためには、国内外の地域を超えた連携構築が重要であ
る”等が指摘されたことを受け、新たな支援メニューの検討を行う。
○　先端融合領域イノベーション創出拠点形成プログラム
平成25年度に実施された中間評価において、産学協働の国際的な模範となることへの期待等が示された事を踏まえ、引き続き、きめ細やかな支援を行う。
○　大学発新産業創出拠点プロジェクト（ＳＴＡＲＴ）
支援額の選択と集中により、有望なプロジェクトについては事業化に向けた加速を行う。また、シンポジウム等の実施により、大学や独立行政法人等から有望な技術シーズを新規に発掘し、
より多くの大学発ベンチャーを創出する。
【達成目標２】
産業界のニーズを踏まえた課題の作り込みや、機構の基礎研究事業等の成果の実用化に向け一層の連携をはかることが必要。そのため、A-STEPに上述の新たな機能を付与するとともに、マッ
チングプランナー等による、産のニーズと学のシーズの最適なマッチング支援を展開する。
また、機構が戦略的・効果的に知的財産を取得・活用して具体的な成果を創出するため、H26年度より開始した新制度の対象となる知財をH27年度は国家プロジェクトや得率行政法人等の知財
にも拡大していく。
【達成目標３】
○　地域イノベーション戦略支援プログラム（東日本大震災復興支援型）
被災地の復旧・復興の進捗状況を踏まえながら、引き続き被災地域におけるイノベーション創出のための環境整備を推進する。
○　復興促進プログラム
今後は、被災地の実情・復興の進捗をより踏まえ、それらに応じた支援や、事業化を見据えたプロジェクトの加速化を図る支援を実施する。

評価方式 実績 番号 22

補 正 予 算 （ 千 円 ）

△ 49,870,106

ほか復興庁一括計上分＜0＞

政策評価結果の概算要求
への反映状況

32,936,728

17,721,992

ほか復興庁一括計上分 1,183,337 
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番号
（千円）

会計 組織／勘定

● 1 一般 文部科学本省

● 2
東日本大震
災復興特別

復興庁

● 3

● 4

◆ 1

◆ 2

◆ 3

○ 1 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 2 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 3 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 1 一般 文部科学本省 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 2 一般 文部科学本省 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 3 一般 文部科学本省 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 4 一般 文部科学本省 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 5
東日本大震
災復興特別

復興庁 ＜ ＞ ＜ ＞

＜175,584,405＞ の内数 ＜176,623,101＞ の内数

761,897

＜175,584,405＞ の内数 ＜176,623,101＞ の内数

合計
14,352,421 15,340,211

の内数 の内数

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

独立行政法人科学技術振興機構運営
費

独立行政法人科学技術振興機構運営費交付金に必要な経
費

119,895,794 122,638,763

独立行政法人科学技術振興機構施設
整備費

独立行政法人科学技術振興機構施設整備に必要な経費 44,253 393,993

独立行政法人理化学研究所運営費 独立行政法人理化学研究所運営費交付金に必要な経費 53,118,591 52,724,448

独立行政法人理化学研究所施設整備
費

独立行政法人理化学研究所施設整備に必要な経費 227,000 104,000

東日本大震災復興独立行政法人科学
技術振興機構運営費

東日本大震災復興に係る独立行政法人科学技術振興機構
運営費交付金に必要な経費

2,298,767

の内数 の内数

対応表に
おいて○
となって
いるもの

小計

の内数 の内数

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

小計

対応表に
おいて●
となって
いるもの

科学技術・学術政策推進費 産学官連携の推進及び地域科学技術の振興に必要な経費 13,169,084 14,156,874

教育・科学技術等復興政策費 産学官連携の推進及び地域科学技術の振興に必要な経費 1,183,337 1,183,337

小計
14,352,421 15,340,211

政策評価調書（個別票2）

【政策に含まれる事項の整理】

政策名 イノベーション創出に向けた産業連携の推進及び地域科学技術の振興 22

予　算　科　目 予算額 政策評価結果の反映に
よる見直し額（削減

額）合計整理番号 項 事項
26年度

当初予算額
27年度

概算要求額
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【見直しの内訳・具体的な反映内容】

番号 22
（千円）

26年度
当初
予算額

27年度
概算要求額

増減

合計

政策評価調書（個別票3）

政策名 イノベーション創出に向けた産業連携の推進及び地域科学技術の振興

事務事業名 整理番号

予算額

政策評価結果の反映に
よる見直し額(削減額) 政策評価結果の概算要求への反映内容


